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令和５年度第１回広島市社会福祉審議会全体会議 

議題⑶配付資料に対する意見への対応 
 

※ 全体会議での発言順で記載しています。 

No 欄に「追加」とある内容は、第１回全体会議後に意見様式で提出いただいた内容です。 

No 資料・ページ 意見要旨 対応方針 

1 

 

資料４・P.12 

 

 

 

 

 

 

（川口委員） 

・ 計画策定に向けた課題の整理のう

ち、現行計画の振り返りから見る課題

について、現在記載のある視点のみで

なく、振り返りの中で触れられている

他の視点からも課題を捉える必要が

ある。 

 

・ 第２回全体会議・資料１において、

現行計画の課題を再整理しました。 

 改めて御審議をお願いします。 
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資料４・P.12 

 

 

 

 

（川口委員） 

・ 次期計画策定に向けて、実現計画と

広島市地域コミュニティ活性化ビジ

ョン（以下「ビジョン」という。）の

関係性や内容の整理が必要。 

 

・ 第２回全体会議・参考資料２におい

て、実現計画とビジョンとの関係性を

整理しました。 

3 

 

全般 

（永野委員長） 

・ 各委員に共通認識をもって審議にあ

たってもらうため、ビジョンの資料配

付が必要。 

 

 

・ ６月２０日付けの第２回全体会議日

程調整に係る文書と同時に、ビジョン

全体版・概要版を送付しました。 

4 

 

全般 

（久保田委員） 

・ 現行計画やビジョンにおいて活動の

中心に位置付けられている地区社協

は組織の中で大きな割合を町内会が

占めている地域もあり、町内会加入率

の維持・向上は地区社協を維持してい

く上でも欠かせない。 

 

（永野委員長） 

・ 災害時のボランティアには若者が多

く登録・参加されるので、町内会加入

率の維持・向上のためには、そういっ

た若者の意識を地域へ向けてもらう

ことも大切。 

 

 

・ いただいた御意見も参考に、引き続

き町内会・自治会への加入促進に向け

て、多様な視点から必要な対応を検討

していきたいと考えています。 

参考資料１ 
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No 資料・ページ 意見要旨 対応方針 
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資料４・P.12 

 

 

 

 

 

（村上委員） 

・ 現行計画の振り返りは丁寧にされ

ているが、課題の整理がまとまり過

ぎているため、議論の上滑りを避け

るためにもより丁寧な現状分析が必

要。 

 

・ 第２回全体会議・資料１において、

現行計画の課題を再整理しました。

改めて御審議をお願いします。 

追加 

1 

 

資料３・P.28 

資料４・P.31 

 

 

 

 

 

（森井委員） 

・ 要支援者への支援のためのケース会

議に専門家の派遣が必要な場合もあ

り、協定等による専門家派遣が適切に

利用できているのか、専門家派遣に際

して支障や課題がないかを確認して

もらいたい。 

（弁護士会と市との間で地域ケア会

議への派遣に関し協定を結んでい

るが実績は少なく、他方、今年度ま

で利用できる法テラスの制度での

ケース会議への派遣実績はあり、ニ

ーズはある状況。） 

 

 

・ 各種会議への専門家の派遣が支障な

く行われるよう、各所管課において課

題の有無等を確認し、必要に応じて、

派遣元の団体と協議・調整していきた

いと考えています。 

 

追加 
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資料３・P.34 

 

（森井委員） 

・ 市民後見人養成の話があったが、後

見制度に関しては市長申立制度の充

実・効率化や報酬助成制度（生活保護

者等でないと助成対象とならない等）

の見直しなどにより、後見制度の利用

を促進してもらいたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 国の「第二期成年後見制度利用促進

基本計画」の方針などを踏まえて、必

要な対応を検討していきたいと考え

ています。 
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No 資料・ページ 意見要旨 対応方針 

追加 

3 

 

資料４・P.12 

 

（手島委員） 

・ 「相談支援包括化推進員の設置」は

モデル事業の評価を見ても、複合的な

課題への対応にあたり助言指導を行

う有効な方策であり、事業拡大の意義

は大きい。 

しかし、さらに小地域に組織されて

いる事業のなかで、複合的な課題の検

討や地域の課題共有を行う場として、

地域包括支援センターの「地域ケア会

議」、生活支援体制整備事業の「第 2

層協議体」、さらに保健師の地区担当

制など、多様なエリアで多様な仕組み

が同時に設置されており、これらの制

度の枠を超えて、総合的に相互の仕組

みを関連付ける工夫を行うことが必

要である。 

こうした大きな枠組みの設定は分

野別計画では限界があり、地域福祉計

画（実現計画）の固有の役割であり、

この計画でシステム形成が必要と考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 様々な相談支援機関等が分野・属性

といった制度の枠組みを超えて要支

援者等を支援していくため、関係者が

顔の見える関係を築き、より一体的な

包括的支援が提供できる体制を構築

できるよう、次期計画において整理し

ていきたいと考えています。 
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No 資料・ページ 意見要旨 対応方針 

追加 

4 

 

資料４・P. 6 

 

（手島委員） 

・ 地域活動者の人材不足が課題となる

なかで、地域活動への参加を阻む要因

として活動時間が活動希望者にフィ

ットしていないことが考えられる。こ

れは、地域活動の企画・検討・事業実

施が土日祝日以外であり、勤労世代の

参加可能な時間帯になっておらず、そ

の点の改善が必要と考えられる。 

ただ、一方では自治会や地区社協の

ような地縁組織は、ある程度他の地縁

団体や行政、専門職との連携が必要と

なるので、組織の運営者が平日に日中

に活動できることが実質上求められ、

勤労世代の参画が困難な状況となる。 

そこで、組織の運営者と活動者とを

分けて考えてみると、勤労世代には活

動者としての役割は担うことができ

る可能性があるので、これを優先した

ときに運営者と活動者を世代や生活

スタイルにより役割分担することも

アイデアとして考えられる。 

 

・ 地域活動などに参加しやすい環境づ

くりに関する御意見として、必要な対

応を検討していきたいと考えていま

す。 

 

 

十
分
な
意
思
疎
通
と 

連
携
を
図
る 

＜組織運営者＞ 

＊60～70 歳代の世代中心 

＊地縁組織の役員など組織運営

と関係団体との連携と関係調

整を担う 

＊具体的な地域活動は現役世代

にイニシアティブをゆだねる 

＜地域活動者＞ 

＊40～50 歳代の勤労世代中心 

＊仕事以外の時間に活動したい 

＊地域活動の実働部隊として機能 

＊自発性に基づき地縁組織の活動

実施に携わる 


